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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る重要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、第７期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益 
（うち受取手数料） 

（千円）
674,513 
(599,971) 

541,494
(541,972) 

471,268
(472,536) 

1,327,779 
(1,254,407) 

998,177
(1,000,161) 

経常利益又は経常損失
（△） 

（千円） 61,599 △129,546 △112,605 109,675 △268,580

中間（当期）純利益又は 
中間（当期）純損失（△） 

（千円） 2,703 △78,520 △113,130 8,222 △204,992

持分法を適用した場合の 
投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,448,518 1,678,219 1,695,236 1,448,518 1,690,107

発行済株式総数 （株） 31,756 35,457 35,978 31,756 35,819

純資産額 （千円） 2,040,282 2,528,554 2,322,975 2,045,801 2,425,854

総資産額 （千円） 8,388,471 9,394,338 8,961,092 9,373,970 9,724,858

１株当たり純資産額 （円） 64,248.72 71,295.82 64,557.12 64,422.51 67,712.79

１株当たり中間（当期）純
利益又は１株当たり中間
（当期）純損失（△） 

（円） 85.54 △2,296.41 △3,153.73 259.55 △5,874.38

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 
（修正自己資本比率） 
（注）４ 

（％）
24.3 
(57.2) 

26.9
(63.1) 

25.9
(72.1) 

21.8 
(75.9) 

24.9
(73.7) 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △277,580 152,487 △38,743 △214,407 98,571

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △4,824 △302,927 △3,587 △213,009 △434,161

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 28,323 530,481 9,945 28,323 554,094

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

（千円） 1,079,394 1,314,423 1,120,501 934,382 1,152,886

従業員数 （人） 54 49 41 49 42

委託者資産保全措置率
（注）５ 

（％） 711.0 1,278.5 1,255.1 1,046.8 1,069.2

純資産額規制比率 
（注）６ 

（％） 365.4 1,780.7 1,219.0 889.8 1,481.1



号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

４．修正自己資本比率 

（※委託者に係る㈱日本商品清算機構又は商品取引所への預託金額と預託必要額とのいずれか小さい金額及び委託者債

権の保全制度に基づいて拘束されている資産の額を除く。） 

５．委託者資産保全措置率 

（※商品取引員である当社が委託者から預かった取引証拠金及び委託証拠金に、委託者の委託取引により発生した損益

等を加減算した額から、㈱日本商品清算機構に取引証拠金として預託された額のうち委託者に返還請求権がある額を控

除した額に、商品取引受託業務預り金を加算した額） 

６．純資産額規制比率 

純資産額規制比率は、商品取引所法の規定に基づき同法施行規則の定めにより算出したものであります。 

７．第６期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、ストックオプション制度導入に伴う新株引受権及

び新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため記載しておりません。 

８．第７期及び第８期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、ストックオプション制度導入に

伴う新株予約権の残高はありますが、１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

９．従業員数は、就業人員（社外から当社への出向者を含む）を記載しております。なお、パート職員等の臨時雇用者につ

いては全体の10％以下であり、その重要性が低いため記載を省略しております。 

  

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員を記載しております。なお、パート職員等の臨時雇用については、該当事項はありません。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  
修正自己資本比率 ＝ 

自己資本 
× 100

  総資産額（※） 

  
委託者資産保全措置率 ＝ 

委託者資産保全措置額 
× 100

  保全対象財産額（※） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 41 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、輸出、設備投資、生産が増加を続け、企業収益が高水準で推移するなか雇用者所得

も緩やかに増加、個人消費も底堅く推移し、景気は緩やかに拡大いたしました。 

 このような経済環境のもと国内商品先物市場(*1)におきましては、当初は石油エネルギーの代替需要が見込まれる農産物市

況が堅調、貴金属市況や石油市況は高止まりの状態で方向感を欠く展開で推移していましたが、米国サブプライムローン問題

を理由に金融市場が安定感を欠くにつれ総じて軟調に転じ、さらに８月の急激な円高により急落いたしました。その後、一転

して騰勢を強めて急落前の水準にまで値を戻す展開となりましたが、８月の急落局面で損失を被った市場参加者も少なくな

かったこと等から、新規取引の手控えや建玉(*2)の決済が進み、全国商品取引所出来高（オプション取引含む）(*3)は3,634万

枚（前年同期比23.7％減）、当中間会計期間末の全商品取引所合計取組高(*4)は101万枚（同11.3％減）にそれぞれ減少し、前

期まで３期連続して続いた市場の閑散化がさらに進むこととなりました。 

 このような商品先物市況を受け、当社の商品取引受託業務(*5)におきましては、大豆先物を中心に農産物市場の取引が活発

となり農産物市場の委託売買高(*6)は前年同期比17.1％増加しましたが、貴金属市況及び石油市況が投資妙味に欠ける展開と

なったこと及び８月の急落局面前後に取引が手控えられたことから貴金属市場の委託売買高が同50.9％減少、石油市場の委託

売買高が同38.8％減少した結果、当中間会計期間の委託売買高は579千枚（前年同期比33.0％減）となりました。 

 また、その他の商品先物取引に係る営業資産につきましては、８月の急落局面前後の相場変動により損失を被った委託者

(*7)が少なくなく、この間に、損失を被った委託者の解約、建玉の決済、売買差損による預り証拠金の減少が集中したことが

重石となり、当中間会計期間末における委託者数は3,119名(同0.8％増)、未決済建玉22,433枚(同13.0％増)、預り証拠金(*8)

6,195百万円(同2.7％減)に留まりました。 

 以上の結果、当中間会計期間における営業収益は471百万円（同13.0％減）に減少しましたが、営業費用が584百万円(同

9.2％減)に減少した結果、営業損失113百万円(前年同期は101百万円の損失)、経常損失112百万円（前年同期は129百万円の損

失）、中間純損失113百万円(前年同期は78百万円の損失）となりました。 

  

 主な収益・費用の状況は以下のとおりであります。 

  

①営業収益 

 当中間会計期間の営業収益は471百万円(前年同期比13.0％減)となりました。 

 営業収益が減少した主な要因は、商品先物取引に係る受取手数料が466百万円(同13.0％減)に減少したことによるものです。

なお、商品先物取引に係る受取手数料につきましては、商品先物取引に係る委託売買高が前年同期比33.0％減少したものの、

委託売買高に占める委託手数料単価の廉価な日計り取引(*9)の比率が低下したことにより、委託売買高の減少幅に対して小幅

減となりました。 

②営業費用 

 当中間会計期間の営業費用は584百万円(前年同期比9.2％減)となりました。 

 営業費用が減少した主な要因は、委託売買高の減少に伴い取引所等関係費が減少したことに加えて、人件費・器具備品使用

料等費用の削減に努めたことによるものです。 

③営業外費用 

 当中間会計期間の営業外費用は0百万円(前年同期比96.7％減)となりました。 

 営業外費用が減少した主な要因は、前中間会計期間におきましては当社株式上場(*10)に伴い株式交付費及び株式上場費用と

して27百万円を計上しましたが、当中間会計期間におきましては株式上場費用の計上がなく、株式交付費が0百万円に減少した

ことによるものです。 

  

*１ 「国内商品先物市場」とは、商品先物取引を行うために商品取引所法に基づいて開設された商品取引所で運営されている

市場のことを言います。日本国内には、東京穀物商品取引所、東京工業品取引所、中部大阪商品取引所、関西商品取引所の

計4つの商品取引所があり、それぞれの取引所において、農産物市場、貴金属市場、石油市場などの市場が運営されていま

す。 

*２ 「建玉」とは、商品先物市場で成立（約定）した取引のうち、決済されていない取引のことを言います。 

*３ 商品先物市場で成立（約定）した取引の数量を「出来高（できだか）」と言い、「全国商品取引所出来高」は国内4商品

取引所の出来高の合計です。 

*４ 商品先物市場で成立（約定）した取引のうち、決済されていない取引の数量を「取組高(とりくみだか)」と言い、「全商

品取引所合計取組高」は国内4商品取引所の取組高の合計です。 



*５ 「商品取引受託業務」とは、一般投資家や商品の生産者が商品先物取引を行うために、その委託を受けて商品先物市場に

おいて取引する業務などのことを言います。 

*６ 「委託売買高」とは、商品取引員(*)が、委託者から委託され商品先物市場において成立（約定）した取引の数量のこと

を言います。 

(*)「商品取引員」とは、投資家や上場商品の生産者等から委託を受けて商品取引所での取引を執行する又は取り次ぐこと

を業として、農林水産大臣及び経済産業大臣から許可を受けた事業者のことを言います。 

*７ 「委託者」とは、商品先物取引を行うために商品取引員にその取引を委託する法人、個人のことを言います。 

*８ 「預り証拠金」とは、商品先物取引の証拠金として、委託者が商品取引員に預託している現金や有価証券のことを言いま

す。 

*９ 「日計り取引」とは、新規取引と、その新規取引による建玉を反対売買により決済する取引を、同一日に行うことを言い

ます。 

*10 当社は、平成18年5月に株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット-「ヘラクレス」に当社株式を上場いたし

ました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ32百万円減少し、

1,120百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果支出した資金は38百万円となりました。主な要因としては、差入保証金の減少により627百万円、保管有価証

券の減少により109百万円、現金支出を伴わない減価償却費の計上により85百万円資金が増加いたしましたが、預り証拠金の減

少により658百万円、委託者先物取引差金（借方）の増加により121百万円、そして税引前中間純損失の計上により111百万円資

金が減少いたしました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は3百万円となりました。これは主に株式会社日本商品清算機構に対し、清算預託金として長期

差入保証金を計上したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果調達した資金は9百万円となりました。これは役職員の新株予約権の権利行使に伴い、株式を発行したことに

よるものであります。 

  

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1）受取手数料 

 当中間会計期間の受取手数料は、次のとおりであります。 

 （注）消費税等は含まれておりません。 

  

(2）売買損益 

 当中間会計期間の売買損益は、次のとおりであります。 

 （注）１．消費税等は含まれておりません。 

    ２．前年同期又は当中間会計期間の売買損益が、マイナスのため記載しておりません。 

  

 

区分 金額(千円） 前年同期比（％） 

商品先物取引   

  

現物先物取引 
 農産物市場 
 砂糖市場 
 貴金属市場 
 ゴム市場 
 石油市場 
 アルミニウム市場 

218,205 
5,863 
67,970 
34,227 
132,989 
1,334 

  
118.0 
53.9 
54.4 
59.3 
96.0 
75.9 

  小 計 460,590 88.8 

  
現金決済取引 
 石油市場 5,982 

  
34.4 

  小 計 5,982 34.4 

  商品先物取引計 466,573 87.0 

外国為替取引   

   外国為替保証金取引 5,832 107.5 

  外国為替取引計 5,832 107.5 

商品投資販売業   

   商品ファンド 130 49.9 

  商品投資販売業計 130 49.9 

合計 472,536 87.2 

区分 金額(千円） 前年同期比（％） 

商品先物取引   

  現物先物取引   

   農産物市場 △989 （注）2 ― 

   砂糖市場 △95 （注）2 ― 

   ゴム市場 △210 （注）2 ― 

   石油市場 26 （注）2 ― 

合計 △1,267 （注）2 ― 



(3）商品先物取引の売買高の状況 

 当中間会計期間の売買高は、次のとおりであります。 

 （注）１．前年同期の自己売買高は、自己売買を行っていないため、0枚であります。 

    ２．主な商品別の委託売買高とその総委託売買高に対する割合は、次のとおりです。 

    ３．商品先物取引における取引の 低単位を枚と呼び、例えば金1枚は1kg、ガソリン1枚は50klというように1枚当たりの数

量は商品ごとに異なります。 

 

区分 委託(枚) 
前年同期比
（％） 

自己(枚)
前年同期比
（％） 

合計(枚) 
前年同期比
（％） 

現物先物取引    

 農産物市場 186,323 117.1 1,884 422.4 188,207 118.0

 砂糖市場 8,175 53.1 220 255.8 8,395 54.3

 貴金属市場 132,233 49.1 0 (注)1 ― 132,233 49.1

 ゴム市場 70,996 59.5 60 500.0 71,056 59.6

 石油市場 167,529 61.2 1,056 108.6 168,585 61.4

 アルミニウム市場 2,643 83.6 0 (注)1 ― 2,643 83.6

小 計 567,899 67.6 3,220 212.4 571,119 67.9

現金決済取引    

  石油市場 11,204 45.9 0 (注)1 ― 11,204 45.9

小 計 11,204 45.9 0 (注)1 ― 11,204 45.9

合 計 579,103 67.0 3,220 212.4 582,323 67.3

  
前中間会計期間

自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日 

取引所名 商品名 委託売買高（枚） 割合（％） 委託売買高（枚） 割合（％）

東京穀物商品取引所 Non-GMO大豆 95,732 11.1 121,515 21.0

  とうもろこし 28,241 3.3 36,820 6.4

東京工業品取引所 ガソリン 177,316 20.5 90,749 15.7

  金 163,641 18.9 71,110 12.3

  ゴム 119,276 13.8 70,996 12.3

  白金 85,832 9.9 52,839 9.1

中部大阪商品取引所 ガソリン 38,568 4.5 43,957 7.6



(4）商品先物取引の未決済建玉の状況 

 当社の商品先物取引に関する売買高のうち、当中間会計期間末において反対売買等により決済されていない建玉の状況は次のと

おりであります。 

 （注）前年同期の未決済建玉は0枚であります。 

  

(5）外国為替保証金取引 取引高 

 当中間会計期間の取引高は、次のとおりであります。 

 （注）上記金額は、顧客との相対取引による各通貨ごとの取引高であります。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成12年11月27日に太陽ゼネラル株式会社（現トリフォ株式会社）との間に商品先物取引に係る取次契約を締結して

おりましたが、同社が平成19年９月７日に東京地裁へ自己破産を申請し、同日同地裁より破産手続き開始決定を受けたことに伴

い、本契約は解除されております。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間において、該当事項はありません。 

  

区分 委託(枚) 
前年同期比
（％） 

自己(枚)
前年同期比
（％） 

合計(枚) 
前年同期比
（％） 

現物先物取引    

 農産物市場 11,483 148.4 0 ― 11,483 148.4

 砂糖市場 713 100.1 0 ― 713 100.1

 貴金属市場 4,528 73.8 0 ― 4,528 73.8

 ゴム市場 697 77.4 0 ― 697 77.4

 石油市場 3,855 109.1 10 (注) ― 3,865 109.4

 アルミニウム市場 112 114.3 0 ― 112 114.3

小 計 21,388 111.9 10 (注) ― 21,398 111.9

現金決済取引    

  石油市場 1,045 143.9 0 ― 1,045 143.9

小 計 1,045 143.9 0 ― 1,045 143.9

合 計 22,433 113.0 10 (注) ― 22,443 113.1

区分 取引高 前年同期比（％） 

米ドル        (万ドル) 2,454 68.1 

ユーロ        (万ユーロ) 1,169 161.0 

英ポンド       (万ポンド) 1,291 174.5 

豪ドル        (万ドル) 451 84.0 

ニュージーランドドル (万ドル） 1,163 124.8 

カナダドル      (万ドル) 333 208.1 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に決定した重要な設備の新設等の方針について、重要な変更はありません。また、新

たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基づき発

行された新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

①平成14年７月23日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会及び取締役会決議における新株発行予定数か

ら、辞任及び退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じてお

ります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の数及び新株予約権の目的

となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点において権利行使し

ていない新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整により生ずる0.01株未満の端

数は切り捨てる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 120,000 

計 120,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 35,978 35,978
株式会社大阪証券取引所 
（ヘラクレス市場） 

－ 

計 35,978 35,978 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個）（注）１、２ 261 261 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、２ 261 261 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 67,952 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月24日
至 平成20年７月23日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   67,952
資本組入額  33,976 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡につい
ては、取締役会の承認を
要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



また、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他

社と株式交換を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を

行う。 

３．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。 

この場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価格で株式を新たに発行または自己株式を処分するときは（新株予約権または商法等の

一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に定められた新株引受権付社債の新株引受権の行使による場

合を除く。）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数

とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たりの払込金

額」を「１株当たりの処分金額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

さらに、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が

他社と株式交換を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整

を行う。 

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1）行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社の取締役、従業員または監査役の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこ

の限りではない。 

②権利者は、以下の区分に従って権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、行使可能な権利数が１の

整数倍でない場合は、１の整数倍に切り上げた数とする。 

１．平成16年７月24日から同年12月31日までは４分の１ 

２．平成17年１月１日から同年12月31日までは２分の１ 

３．平成18年１月１日から同年12月31日までは４分の３ 

４．平成19年１月１日から平成20年７月23日まではすべて 

③この他の条件は、本取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する契約に定めると

ころによる。 

(2）新株予約権の消却 

①当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、または当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換契約

書もしくは株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされた場合、存続会社または当社の完全親会社に新株予

約権にかかる義務が承継されるときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が上記(1）行使の条件①に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなかった場合、

当該新株予約権については無償で消却することができる。 

③当社は、未行使の新株予約権を当社が取得した場合には、いつでも、これを無償で消却することができる。 

 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１ 

  分割・併合の比率

          既発行
株式数

＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込金額 

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たり調整前払込金額 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



②平成14年７月23日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会及び取締役会決議における新株発行予定数か

ら、退職により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の数及び新株予約権の目的

となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点において権利行使し

ていない新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整により生ずる0.01株未満の端

数は切り捨てる。 

また、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他

社と株式交換を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を

行う。 

３．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。この場合、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価格で株式を新たに発行または自己株式を処分するときは（新株予約権または商法等の

一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に定められた新株引受権付社債の新株引受権の行使による場

合を除く。）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数

とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たりの払込金

額」を「１株当たりの処分金額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

さらに、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が

他社と株式交換を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整

を行う。 

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1）行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社の取締役、従業員または監査役の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこ

の限りではない。 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個）（注）１、２ 40 40 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、２ 40 40 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 69,641 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年４月１日
至 平成20年７月23日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   69,641
資本組入額  34,821 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡につい
ては、取締役会の承認を
要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１ 

  分割・併合の比率

          既発行
株式数

＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込金額 

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たり調整前払込金額 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



②権利者は、以下の区分に従って権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、行使可能な権利数が１の

整数倍でない場合は、１の整数倍に切り上げた数とする。 

１．平成17年４月１日から同年12月31日までは４分の１ 

２．平成18年１月１日から同年12月31日までは２分の１ 

３．平成19年１月１日から同年12月31日までは４分の３ 

４．平成20年１月１日から平成20年７月23日まではすべて 

③この他の条件は、本取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する契約に定めると

ころによる。 

(2）新株予約権の消却 

①当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、または当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換契約

書もしくは株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされた場合、存続会社または当社の完全親会社に新株予

約権にかかる義務が承継されるときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が上記(1）行使の条件①に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなかった場合、

当該新株予約権については無償で消却することができる。 

③当社は、未行使の新株予約権を当社が取得した場合には、いつでも、これを無償で消却することができる。 

  

③平成17年６月16日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会及び取締役会決議における新株発行予定数か

ら、退職により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の数及び新株予約権の目的

となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点において権利行使し

ていない新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整により生ずる0.01株未満の端

数は切り捨てる。 

また、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他

社と株式交換を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を

行う。 

３．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。 

この場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価格で株式を新たに発行または自己株式を処分するときは（新株予約権または商法等の

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個）（注）１、２ 981 974 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、２ 981 974 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 98,598 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月17日
至 平成23年６月17日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   98,598
資本組入額  49,299 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡につい
ては、取締役会の承認を
要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１ 

  分割・併合の比率



一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に定められた新株引受権付社債の新株引受権の行使による場

合を除く。）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数

とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たりの払込金

額」を「１株当たりの処分金額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

さらに、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が

他社と株式交換を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整

を行う。 

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1）行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社の取締役、従業員または監査役の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこ

の限りではない。 

②権利者は、以下の区分に従って権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、行使可能な権利数が１の

整数倍でない場合は、１の整数倍に切り上げた数とする。 

１．平成19年６月17日から同年12月31日までは４分の１ 

２．平成20年１月１日から同年12月31日までは２分の１ 

３．平成21年１月１日から同年12月31日までは４分の３ 

４．平成22年１月１日から平成23年６月17日まではすべて 

③この他の条件は、本取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する契約に定めると

ころによる。 

(2）新株予約権の消却 

①当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、または当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換契約

書もしくは株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされた場合、存続会社または当社の完全親会社に新株予

約権にかかる義務が承継されるときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が上記(1）行使の条件①に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなかった場合、

当該新株予約権については無償で消却することができる。 

③当社は、未行使の新株予約権を当社が取得した場合には、いつでも、これを無償で消却することができる。 

  

 

          既発行
株式数

＋
新規発行株式数 × １株当たりの払込金額 

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たり調整前払込金額 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



 旧商法に基づき発行した新株引受権付社債の新株引受権に関する事項は、次のとおりであります。 

平成13年８月６日臨時株主総会決議 

（注）新株引受権の権利行使期間は次のとおりであります。 

第２回無担保社債に係る新株引受権につきましては、平成13年9月1日から平成20年8月15日までであります。 

第３回無担保社債に係る新株引受権につきましては、平成13年9月1日から平成21年8月15日までであります。 

第４回無担保社債に係る新株引受権につきましては、平成13年9月1日から平成22年8月15日までであります。 

  

  

銘柄 
（発行年月日） 

中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株引受権の
残高（千円） 

発行価格
（円） 

資本組入額
（円） 

新株引受権の
残高（千円） 

発行価格
（円） 

資本組入額
（円） 

平成20年８月15日満期
第２回無担保社債（新
株引受権付） 
（平成13年８月15日発
行） 

5,032 64,516 32,259 5,032 64,516 32,259

平成21年８月15日満期
第３回無担保社債（新
株引受権付） 
（平成13年８月15日発
行） 

21,032 64,516 32,259 21,032 64,516 32,259

平成22年８月15日満期
第４回無担保社債（新
株引受権付） 
（平成13年８月15日発
行） 

7,419 64,516 32,259 7,419 64,516 32,259



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権付社債の権利行使を含む。）による増加であります。 

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日 
～ 

平成19年９月30日 
（注） 

159 35,978 5,129 1,695,236 5,232 896,338



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＳＢＩホールディングス株式
会社 

東京都港区六本木１-６-１ 21,948 61.00 

ソフトバンク・インターネッ
トテクノロジー・ファンド２
号 

東京都港区六本木１-６-１ 6,350 17.64 

北尾 吉孝 東京都新宿区 472 1.31 

藤巻 正樹 神奈川県横浜市中区 323 0.89 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２-４-６ 196 0.54 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１-８-11 193 0.53 

上田 秀門 福井県福井市 137 0.38 

西川 裕理 東京都中野区 105 0.29 

杉浦 豊 静岡県浜松市中区 103 0.28 

植木 秀憲 大分県大分市 93 0.25 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２-６-４ 93 0.25 

計 － 30,013 83.42 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,978 35,978 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 35,978 － － 

総株主の議決権 － 35,978 － 

    平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 120,000 88,500 98,000 90,000 75,400 61,900 

最低（円） 77,600 65,500 76,100 73,400 58,000 40,000 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 また、商品先物取引業の固有の事項については、日本商品先物取引協会により制定された「商品先物取引業統一経理基準」

（平成19年６月１日改正）及び「商品先物取引業における証券取引法に基づく開示内容について」（平成19年６月１日改正）

に準拠して作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
第７期中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

第７期事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金 ※3,4 1,349,714   1,032,273 1,200,193  

２．委託者未収金 ※６ 19,627   20,815 34,819  

３．保管有価証券 ※２ 615,175   343,353 452,485  

４．差入保証金   4,925,178   5,495,250 6,122,620  

５．委託者先物取引差
金 

※５ 969,662   498,450 376,615  

６．預託金 ※３ 200,000   350,000 200,000  

７．その他   188,847   148,628 181,754  

８．貸倒引当金 ※６ △1,451   △694 △541  

流動資産合計     8,266,755 88.0 7,888,076 88.0   8,567,947 88.1

Ⅱ 固定資産          

(1)有形固定資産 ※１ 82,219   0.9 58,760 0.7 69,153   0.7

(2)無形固定資産   466,291   5.0 332,290 3.7 406,029   4.2

(3)投資その他の資産          

１．出資金   267,000   367,000 367,000  

２．長期差入保証金   276,620   281,141 278,225  

３．その他 ※７ 44,505   42,843 45,234  

４．貸倒引当金 ※７ △9,053   △9,020 △8,732  

投資その他の資産
合計 

  579,072   6.1 681,964 7.6 681,728   7.0

固定資産合計     1,127,583 12.0 1,073,015 12.0   1,156,911 11.9

資産合計     9,394,338 100.0 8,961,092 100.0   9,724,858 100.0

           



  

  

    
第７期中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

第７期事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．未払法人税等   4,651   4,115 4,115  

２．賞与引当金   11,333   － －  

３．預り証拠金   5,753,726   5,851,977 6,401,745  

４．預り証拠金代用有
価証券 

  615,175   343,353 452,485  

５．外国為替取引預り
証拠金 

  146,090   131,682 148,409  

６．その他   110,098   82,192 67,247  

流動負債合計     6,641,076 70.7 6,413,320 71.6   7,074,002 72.7

Ⅱ 固定負債          

１．退職給付引当金   12,726   15,522 15,077  

固定負債合計     12,726 0.1 15,522 0.2   15,077 0.2

Ⅲ 特別法上の準備金          

１．商品取引責任準備
金 

※４ 211,980   209,273 209,923  

特別法上の準備金合
計 

    211,980 2.3 209,273 2.3   209,923 2.2

負債合計     6,865,783 73.1 6,638,116 74.1   7,299,003 75.1

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     1,678,219 17.9 1,695,236 18.9   1,690,107 17.4

２．資本剰余金          

(1)資本準備金   879,054   896,338 891,106  

資本剰余金合計     879,054 9.3 896,338 10.0   891,106 9.1

３．利益剰余金          

(1)その他利益剰余
金 

         

繰越利益剰余金   △29,338   △268,939 △155,809  

利益剰余金合計     △29,338 △0.3 △268,939 △3.0   △155,809 △1.6

株主資本合計     2,527,935 26.9 2,322,635 25.9   2,425,404 24.9

Ⅱ 新株予約権     618 0.0 339 0.0   449 0.0

純資産合計     2,528,554 26.9 2,322,975 25.9   2,425,854 24.9

負債純資産合計     9,394,338 100.0 8,961,092 100.0   9,724,858 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
第７期中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     541,494 100.0 471,268 100.0   998,177 100.0

Ⅱ 営業費用 ※１   643,230 118.8 584,310 124.0   1,239,837 124.2

営業損失（△）     △101,736 △18.8 △113,041 △24.0   △241,659 △24.2

Ⅲ 営業外収益 ※２   841 0.2 1,386 0.3   2,086 0.2

Ⅳ 営業外費用 ※３   28,652 5.3 950 0.2   29,007 2.9

経常損失（△）     △129,546 △23.9 △112,605 △23.9   △268,580 △26.9

Ⅴ 特別利益          

１．商品取引責任準備
金戻入額 

  1,000   650 3,057  

２．貸倒引当金戻入益   261   249 281  

３．受取損害賠償金   798   － 1,140  

４．関連当事者受取手
数料 

※４ 78,587   － 78,587  

５．過年度情報料返戻
額 

※５ －   － 11,682  

６．その他   － 80,646 14.9 － 899 0.2 0 94,748 9.5

Ⅵ 特別損失          

１．固定資産除却損   123   － 123  

２．前期損益修正損   － 123 0.0 － － － 113 237 0.0

税引前中間（当
期）純損失（△） 

    △49,023 △9.0 △111,705 △23.7   △174,069 △17.4

法人税、住民税及
び事業税 

  1,425   1,425 2,850  

過年度法人税等戻
入額 

  △2,138   － △2,138  

法人税等調整額   30,211 29,497 5.5 － 1,425 0.3 30,211 30,922 3.1

中間（当期）純損
失（△） 

    △78,520 △14.5 △113,130 △24.0   △204,992 △20.5

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

第７期中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

第８期中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  
 

  

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計 資本準備金

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高（千円） 1,448,518 548,100 49,182 2,045,801 721 2,046,522

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 229,701 330,953 560,655 △102 560,552

中間純損失（△）   △78,520 △78,520   △78,520

その他株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額 

  △0 △0

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

229,701 330,953 △78,520 482,134 △102 482,031

平成18年９月30日残高（千円） 1,678,219 879,054 △29,338 2,527,935 618 2,528,554

  

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計 資本準備金

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高（千円） 1,690,107 891,106 △155,809 2,425,404 449 2,425,854

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 5,129 5,232 10,361 △103 10,258

中間純損失（△）   △113,130 △113,130   △113,130

その他株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額 

  △6 △6

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

5,129 5,232 △113,130 △102,768 △109 △102,878

平成19年９月30日残高（千円） 1,695,236 896,338 △268,939 2,322,635 339 2,322,975



第７期事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計 資本準備金

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高（千円） 1,448,518 548,100 49,182 2,045,801 721 2,046,522

事業年度中の変動額    

新株の発行 241,589 343,006 584,595 △267 584,328

当期純損失（△）   △204,992 △204,992   △204,992

その他株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 

  △4 △4

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

241,589 343,006 △204,992 379,603 △271 379,331

平成19年３月31日残高（千円） 1,690,107 891,106 △155,809 2,425,404 449 2,425,854



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
第７期中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

第７期事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純損失（△） 

  △49,023 △111,705 △174,069 

減価償却費   87,313 85,903 190,514 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △13,192 441 △14,423 

賞与引当金の減少額   △3,133 - △14,466 

退職給付引当金の 
増加額 

  16,702 444 19,054 

商品取引責任準備金
の減少額 

  △1,000 △650 △3,057 

固定資産除売却損益   123 - 123 

受取利息及び受取配
当金 

  △131 △1,308 △1,340 

償却債権取立益   - - △500 

受取損害賠償金   △798 - △1,140 

関連当事者受取手数
料 

  △78,587 - △78,587 

過年度情報料返戻額   - - △11,682 

株式交付費   14,474 312 14,636 

株式上場費用   13,222 - 13,222 

その他預金の増減額
（増加：△） 

※２ 11,149 △7,992 2,179 

商品取引責任準備預
金の減少額 

  24,214 2,707 24,231 

委託者未収金の減少
額 

  25,321 15,265 7,760 

保管有価証券の減少
額 

  19,532 109,131 182,223 

その他営業債権の 
減少額 

  59,619 28,078 70,747 

その他営業債務の 
増加額 

  61,001 10,080 18,710 

委託者先物取引差金
（借方）の増加額 

  △969,662 △121,834 △376,615 

委託者先物取引差金
（貸方）の減少額 

  △9,523 - △9,523 

差入保証金の減少額   1,260,919 627,369 63,477 



 

    
第７期中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

第７期事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

預り証拠金の増減額
（減少：△） 

  △398,266 △658,899 87,061 

外国為替取引預り証
拠金の減少額 

  △3,510 △16,727 △1,191 

預託金の増減額 
（増加：△） 

  15,514 △9,179 12,452 

未収消費税等の増減
額（増加：△） 

  258 5,078 △3,348 

未払消費税等の増加
額 

  - 4,951 - 

その他   270 △6 266 

小計   82,811 △38,539 16,715 

利息及び配当金の受
取額 

  131 1,308 1,340 

償却債権の取立額   - - 500 

損害賠償金の受取額   798 - 1,140 

関連当事者受取手数
料の受取額 

  78,587 - 78,587 

過年度情報料の返戻
額 

  - - 11,682 

法人税等の支払額   △9,840 △1,511 △11,393 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  152,487 △38,743 98,571 



  

 

    
第７期中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

第７期事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △56,389 △671 △60,245 

有形固定資産の売却
による収入 

  - - 620 

無形固定資産の取得
による支出 

  △240,104 - △266,394 

長期前払費用の増加
による支出 

  △1,121 - △1,224 

出資金の増加による
支出 

  - - △100,000 

長期差入保証金の 
増加による支出 

  △5,814 △2,916 △9,772 

長期差入保証金の 
減少による収入 

  2,501 - 4,854 

その他   △2,000 - △2,000 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △302,927 △3,587 △434,161 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

株式の発行による 
収入 

  546,078 9,945 569,691 

株式上場費用の支出
額 

  △15,597 - △15,597 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  530,481 9,945 554,094 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  380,041 △32,384 218,504 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  934,382 1,152,886 934,382 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 1,314,423 1,120,501 1,152,886 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
第７期中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

保管有価証券 保管有価証券 保管有価証券 

   商品取引所法施行規則第39条

の規定により商品取引所が定め

た充用価格によって評価してお

ります。主な有価証券の充用価

格は次のとおりであります。 

同左 同左 

  利付国債証券     

  額面金額の85％    

  社債（上場銘柄）    

  額面金額の65％    

  株券（一部上場銘柄）     

  時価の70％相当額    

  倉荷証券     

  時価の70％相当額    

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

   時価法を採用しております。 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 主な耐用年数は次のとおりで

す。 

建物      13年～15年 

器具及び備品  ５年～15年 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

同左 同左 

  (3）少額減価償却資産 (3）少額減価償却資産 (3）少額減価償却資産 

   取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年間

で均等償却を行っております。 

同左 同左 

  (4）長期前払費用 (4）長期前払費用 (4）長期前払費用 

   定額法を採用しております。 同左 同左 

３．繰延資産の処理方法 － 株式交付費 株式交付費 

     発生時に一括償却しておりま

す。 

同左 



 

項目 
第７期中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．引当金及び特別法上の準

備金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

しております。 

－ － 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務（直近の年金財政計算上の責

任準備金を退職給付債務とする

簡便法による）及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務（直近の年金財政計算上の責

任準備金を退職給付債務とする

簡便法による）及び年金資産の

見込額に基づき、期末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

  (4）商品取引責任準備金 (4）商品取引責任準備金 (4）商品取引責任準備金 

   商品先物取引事故による損失

に備えるため、商品取引所法第

221条の規定に基づき、同法施

行規則に定める額を計上してお

ります。 

同左 同左 

５．営業収益の計上基準 (1）受取手数料 (1）受取手数料 (1）受取手数料 

   商品先物取引  商品先物取引  商品先物取引 

   委託者の売付け又は買付けに

係る取引が成立したときに計上

しております。 

同左 同左 

   商品ファンド  商品ファンド  商品ファンド 

   取引成立日に計上しておりま

す。 

同左 同左 

   外国為替保証金取引  外国為替保証金取引  外国為替保証金取引 

   委託者の売付け又は買付けに

係る取引が成立したときに計上

しております。 

同左 同左 

  (2）売買損益 (2）売買損益 (2）売買損益 

   商品先物取引  商品先物取引  商品先物取引 

   反対売買により取引を決済し

たときに計上しております。 

同左 同左 



  

 

項目 
第７期中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 

第７期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

2,527,935千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

2,425,404千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

    （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

     当事業年度より、「繰延資産の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会

平成18年８月11日 実務対応報告第19号）を

適用しております。これによる損益への影響

はありません。 

 なお、前事業年度まで損益計算書の営業外

費用の内訳及びキャッシュ・フロー計算書に

おいて表示していた「新株発行費償却」は、

当事業年度より「株式交付費」として表示し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 

第７期中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

第７期事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

30,718千円 56,069千円 45,005千円 

※２．担保に供している資産の内訳及び対応

する債務の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２．担保に供している資産の内訳及び対応

する債務の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２．担保に供している資産の内訳及び対応

する債務の内訳は次のとおりでありま

す。 

担保資産 担保資産 担保資産 
  

保管有価証券 615,175千円
  

保管有価証券 341,435千円 保管有価証券 452,485千円

 上記の保管有価証券は取引証拠金の代

用として610,774千円を株式会社日本商

品清算機構へ、4,401千円を受託取引員

へ預託しております。 

 なお、担保付債務はありません。 

 上記の保管有価証券は取引証拠金の代

用として339,736千円を株式会社日本商

品清算機構へ、1,699千円を当社の取次

先である受託取引員トリフォ株式会社へ

預託しております。 

 なお、トリフォ株式会社が平成19年９

月７日に東京地裁へ自己破産を申請し、

同日同地裁より破産手続き開始決定を受

けたことに伴い、現状、当該保管有価証

券1,699千円は株式会社日本商品清算機

構の管理下に置かれております。 

 また、担保付債務はありません。 

 上記の保管有価証券は取引証拠金の代

用として448,314千円を株式会社日本商

品清算機構へ、4,170千円を受託取引員

へ預託しております。 

 なお、担保付債務はありません。 

※３．分離保管資産 ※３．分離保管資産 ※３．分離保管資産 

 商品取引所法第210条の規定に基づく

委託者資産保全措置を講じております。 

 商品取引所法施行規則第98条第１項第

２号に基づく委託者保護基金への預託額 

 商品取引所法第210条の規定に基づく

委託者資産保全措置を講じております。 

 商品取引所法施行規則第98条第１項第

２号に基づく委託者保護基金への預託額 

 商品取引所法第210条の規定に基づく

委託者資産保全措置を講じております。 

 商品取引所法施行規則第98条第１項第

２号に基づく委託者保護基金への預託額 
  

預託金 200,000千円
  

預託金 350,000千円 預託金 200,000千円

 なお、同法施行規則第97条第１項に基

づく当社が所定の金融機関に預託して分

離保管しなければならない資産の額は、

15,642千円であります。 

 また、外国為替保証金取引に係る預り

証拠金等の委託者に帰属する資産を金融

先物取引法第91条の規定に基づいて区分

管理している資産の内訳は次のとおりで

あります。 

 なお、同法施行規則第97条第１項に基

づく当社が所定の金融機関に預託して分

離保管しなければならない資産の額は、 

27,884千円であります。 

 また、外国為替保証金取引に係る預り

証拠金等の委託者に帰属する資産を金融

商品取引法第43条の３の規定に基づいて

区分管理している資産の内訳は次のとお

りであります。 

 なお、同法施行規則第97条第１項に基

づく当社が所定の金融機関に預託して分

離保管しなければならない資産の額は、 

18,705千円であります。 

 また、外国為替保証金取引に係る預り

証拠金等の委託者に帰属する資産を金融

先物取引法第91条の規定に基づいて区分

管理している資産の内訳は次のとおりで

あります。 
  

現金及び預金 7,651千円
  

現金及び預金 24,613千円 現金及び預金 16,621千円

※４．商品取引責任準備金 ※４．商品取引責任準備金 ※４．商品取引責任準備金 

 商品取引責任準備金の積立は、商品取

引所法第221条の規定に基づき、同法施

行規則に定める額を計上しております。 

 商品取引責任準備金の積立は、商品取

引所法第221条の規定に基づき、同法施

行規則に定める額を計上しております。 

同左 

 この積立額に相当する額の現金を翌月

に商品取引責任準備預金として自社の口

座に積み立てております。 

    



  

 

第７期中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

第７期事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※５．委託者先物取引差金 ※５．委託者先物取引差金 ※５．委託者先物取引差金 

 委託者の未決済玉を決済したと仮定し

て計算した委託者の売買損（売買益）相

当額を、委託者に代わって株式会社日本

商品清算機構に立替払いした（株式会社

日本商品清算機構から預かった）金額で

あります。 

 この金額は、すべての委託者の各商品

取引所の商品ごとに差損益金を算定した

上でこれらを合計して算出したものであ

ります。 

同左 同左 

※６．委託者未収金のうち証拠金等によって

担保されていない金額は11,753千円であ

ります。なお、当該無担保未収金に対

し、貸倒引当金を1,451千円設定してお

ります。 

※６．委託者未収金のうち証拠金等によって

担保されていない金額は13,239千円であ

ります。なお、当該無担保未収金に対

し、貸倒引当金を694千円設定しており

ます。 

※６．委託者未収金のうち証拠金等によって

担保されていない金額は3,559千円であ

ります。なお、当該無担保未収金に対

し、貸倒引当金を541千円設定しており

ます。 

※７．発生後１年を超えている委託者未収金

のうち証拠金等によって担保されていな

い金額は15,542千円であります。なお、

当該無担保未収金に対し、貸倒引当金を

9,053千円設定しております。 

※７．発生後１年を超えている委託者未収金

のうち証拠金等によって担保されていな

い金額は16,650千円であります。なお、

当該無担保未収金に対し、貸倒引当金を 

9,020千円設定しております。 

※７．発生後１年を超えている委託者未収金

のうち証拠金等によって担保されていな

い金額は17,911千円であります。なお、

当該無担保未収金に対し、貸倒引当金を

8,732千円設定しております。 

８．       － ８． 商品取引員である当社は、商品先物取

引における未決済建玉に係るリスク量に

対して100％以上の手元流動性資金を維

持することが義務付けられており、当該

リスク量の増加に備えるため、関係会社

ＳＢＩホールディングス（株）と極度貸

付契約を締結しております。 

 この契約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

８．       － 

  
  

極度貸付契約の極度額 1,000,000千円

借入実行残高 -千円

差引額 1,000,000千円

  



（中間損益計算書関係） 

  

 

第７期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 
  

有形固定資産 8,681千円

無形固定資産 77,419千円

長期前払費用 1,212千円

  
有形固定資産 11,064千円

無形固定資産 73,739千円

長期前払費用 1,099千円

有形固定資産 24,118千円

無形固定資産 163,971千円

長期前払費用 2,425千円

※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの 
  

受取利息 131千円

   

  
受取利息 1,308千円

   

受取利息 1,340千円

償却債権取立益 500千円

※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの 
  

株式交付費 14,474千円

株式上場費用 13,222千円

  
株式交付費 312千円

リース解約金 520千円

株式交付費 14,636千円

株式上場費用 13,222千円

※４．関係会社ＳＢＩホールディングス

（株）からの商品先物取引受託による受

取手数料であります。 

※４．      － ※４．関係会社ＳＢＩホールディングス

（株）からの商品先物取引受託による受

取手数料であります。 

※５．      － ※５．      － ※５．当事業年度において過年度支払情報料

の一部につきサービス提供を受けていな

かった期間の存在が確認されたことに伴

い、当該期間に係る既支払額の返戻を受

けたものであります。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

第７期中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加3,701株は、一般公募による新株発行3,500株及び新株予約権の権利行使による新株発行201株

であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）平成13年新株予約権は平成13年改正前商法に基づく新株引受権付社債の新株引受権部分であります。 

なお、第７期中間会計期間の減少は、権利行使によるもの及び端株制度の廃止に伴う端数処理によるものであります。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

第８期中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加159株は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

 

  
第６期事業年度末 
株式数（株） 

第７期中間会計期間
増加株式数（株） 

第７期中間会計期間
減少株式数（株） 

第７期中間会計 
期間末株式数（株） 

発行済株式   

普通株式 31,756 3,701 － 35,457

合計 31,756 3,701 － 35,457

自己株式   

－ － － － －

合計 － － － －

新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 第７期 
中間会計 
期間末残高 
（千円） 

第６期
事業年度末 

第７期
中間会計 
期間増加 

第７期
中間会計 
期間減少 

第７期中間
会計期間末 

平成13年新株予約権（注） 普通株式 1,118 － 173 945 618

ストックオプションとしての 
新株予約権 

－ － － － － －

合計 － 1,118 － 173 945 618

  
第７期事業年度末 
株式数（株） 

第８期中間会計期間
増加株式数（株） 

第８期中間会計期間
減少株式数（株） 

第８期中間会計 
期間末株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 35,819 159 － 35,978 

合計 35,819 159 － 35,978 

自己株式  

   － － － － － 

合計 － － － － 



２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）平成13年新株予約権は平成13年改正前商法に基づく新株引受権付社債の新株引受権部分であります。 

なお、第８期中間会計期間の減少は、権利行使によるもの及び権利行使期間における権利未行使に伴う失権によるものであり

ます。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

第７期事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加4,063株は、一般公募による新株発行3,500株及び新株予約権の権利行使による新株発行563株

であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）平成13年新株予約権は平成13年改正前商法に基づく新株引受権付社債の新株引受権部分であります。 

なお、第７期事業年度の減少は、権利行使、従業員の退職及び端株制度の廃止に伴う端数処理によるものであります。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 第８期 
中間会計 
期間末残高 
（千円） 

第７期
事業年度末 

第８期
中間会計 
期間増加 

第８期
中間会計 
期間減少 

第８期中間
会計期間末 

平成13年新株予約権（注） 普通株式 687 － 168 519 339

ストックオプションとしての 
新株予約権 

－ － － － － －

合計 － 687 － 168 519 339

  
第６期事業年度末 
株式数（株） 

第７期事業年度
増加株式数（株） 

第７期事業年度
減少株式数（株） 

第７期事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 31,756 4,063 － 35,819 

合計 31,756 4,063 － 35,819 

自己株式  

   － － － － － 

合計 － － － － 

新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 第７期 
事業年度末 

残高 
（千円） 

第６期
事業年度末 

第７期事業
年度増加 

第７期事業
年度減少 

第７期 
事業年度末 

平成13年新株予約権（注） 普通株式 1,118 － 431 687 449

ストックオプションとしての 
新株予約権 

－ － － － － －

合計 － 1,118 － 431 687 449



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

第７期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金 1,349,714千円

商品取引責任準備預金 △211,997千円

預託金に含まれる委託
者保護基金余剰預託額 

184,357千円

その他預金 △7,651千円

現金及び現金同等物 1,314,423千円

  
現金及び預金 1,032,273千円

商品取引責任準備預金 △209,273千円

預託金に含まれる委託
者保護基金余剰預託額

322,115千円

その他預金 △24,613千円

現金及び現金同等物 1,120,501千円

現金及び預金 1,200,193千円

商品取引責任準備預金 △211,980千円

預託金に含まれる委託
者保護基金余剰預託額 

181,294千円

その他預金 △16,621千円

現金及び現金同等物 1,152,886千円

※２．その他預金とは、外国為替保証金取

引に係る預り証拠金等の委託者に帰属す

る資産を、金融先物取引法第91条の規定

に基づいて区分管理している資産であり

ます。 

※２．その他預金とは、外国為替保証金取

引に係る預り証拠金等の委託者に帰属す

る資産を、金融商品取引法第43条の３の

規定に基づいて区分管理している資産で

あります。 

※２．その他預金とは、外国為替保証金取

引に係る預り証拠金等の委託者に帰属す

る資産を、金融先物取引法第91条の規定

に基づいて区分管理している資産であり

ます。 



（リース取引関係） 

  

（有価証券関係） 

第７期中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  該当事項はありません。 

  

第８期中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

  該当事項はありません。 

  

第７期事業年度末（平成19年３月31日現在） 

  該当事項はありません。 

 

第７期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 74,856 53,482 21,374

合計 74,856 53,482 21,374

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 74,856 68,206 6,649

合計 74,856 68,206 6,649

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

器具及び備品 74,856 60,844 14,011

合計 74,856 60,844 14,011

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 16,186千円

１年超 7,669千円

合計 23,856千円

  
１年内 7,669千円

１年超 -千円

合計 7,669千円

１年内 15,388千円

１年超 500千円

合計 15,888千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
  

支払リース料 9,824千円

減価償却費相当額 8,432千円

支払利息相当額 907千円

  
支払リース料 8,610千円

減価償却費相当額 7,362千円

支払利息相当額 391千円

支払リース料 18,434千円

減価償却費相当額 15,794千円

支払利息相当額 1,549千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 



（デリバティブ取引関係） 

第７期中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  当中間会計期間末におけるデリバティブ取引の契約額はありません。 

  

第８期中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）時価の算定方法は、各商品取引所における最終約定値段であります。 

  

第７期事業年度末（平成19年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  当事業年度末におけるデリバティブ取引の契約額はありません。 

 

区分 種類 

第８期中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

契約額等 
（千円） 

時価
（千円） 

評価損益
（千円） 

市場取引 現物先物取引   

  
中部大阪 
ガソリン 買建 

3,385 3,385 －

  
中部大阪 
灯油   買建 

3,387 3,387 －

合計 6,772 6,772 －



（ストック・オプション等関係） 

第７期中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

第８期中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

第７期事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．当事業年度において存在したストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

（持分法損益等） 

第７期中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

第８期中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

第７期事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 
当社の取締役 ７名 
当社の監査役 ２名 
当社の従業員 14名 

当社の従業員 ９名
  
  

当社の取締役 ３名 
当社の従業員 49名 
  

株式の種類別のストック・ 
オプションの数（注） 

普通株式 702株 普通株式 145株 普通株式 1,158株 

付与日 平成14年８月９日 平成15年３月31日 平成17年７月６日 

権利確定条件 

新株予約権者は、権利行使
時において当社の取締役、
従業員その他これに準ずる
地位にあることを要しま
す。ただし、任期満了によ
り取締役を退任した場合、
定年退職その他正当な理由
のある場合として当社の取
締役会が認めた場合にはこ
の限りではありません。 

同左 同左 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり
ません。 

同左 同左 

権利行使期間 
自 平成16年７月24日 
至 平成20年７月23日 

自 平成17年４月１日
至 平成20年７月23日 

自 平成19年６月17日 
至 平成23年６月17日 

権利行使価格（円） 67,952 69,641 98,598 

付与日における公正な評価
単価（円） 

- - - 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

第７期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 71,295.82円

１株当たり中間純損失 2,296.41円

  

１株当たり純資産額 64,557.12円

１株当たり中間純損失 3,153.73円

１株当たり純資産額 67,712.79円

１株当たり当期純損失 5,874.38円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、ストックオ

プション制度導入に伴う新株予約権

の残高はありますが、１株当たり中

間純損失であるため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、ストックオ

プション制度導入に伴う新株予約権

の残高はありますが、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりま

せん。 

  
第７期中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

第８期中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

第７期事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（△）（千円） △78,520 △113,130 △204,992 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失
（△）（千円） 

△78,520 △113,130 △204,992 

期中平均株式数（株） 34,193 35,872 34,896 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

①平成14年７月23日臨

時株主総会決議及び平

成14年７月23日取締役

会決議に基づく新株予

約権349個 

②平成14年７月23日臨

時株主総会決議及び平

成15年３月24日取締役

会決議に基づく新株予

約権70個 

③平成17年６月16日定

時株主総会決議及び平

成17年５月23日取締役

会決議に基づく新株予

約権1,068個 

④平成13年８月６日臨

時株主総会決議に基づ

く新株予約権（旧商法

に基づく新株引受権付

社債の新株引受権部

分）945株 

これらの詳細は「第４

提出会社の状況 １．

株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 

①平成14年７月23日臨

時株主総会決議及び平

成14年７月23日取締役

会決議に基づく新株予

約権261個 

②平成14年７月23日臨

時株主総会決議及び平

成15年３月24日取締役

会決議に基づく新株予

約権40個 

③平成17年６月16日定

時株主総会決議及び平

成17年５月23日取締役

会決議に基づく新株予

約権981個 

④平成13年８月６日臨

時株主総会決議に基づ

く新株予約権（旧商法

に基づく新株引受権付

社債の新株引受権部

分）519株 

これらの詳細は「第４

提出会社の状況 １．

株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 

①平成14年７月23日臨

時株主総会決議及び平

成14年７月23日取締役

会決議に基づく新株予

約権261個 

②平成14年７月23日臨

時株主総会決議及び平

成15年３月24日取締役

会決議に基づく新株予

約権40個 

③平成17年６月16日定

時株主総会決議及び平

成17年５月23日取締役

会決議に基づく新株予

約権986個 

④平成13年８月６日臨

時株主総会決議に基づ

く新株予約権（旧商法

に基づく新株引受権付

社債の新株引受権部

分）687株 

これらの詳細は「第４

提出会社の状況 １．

株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 



（重要な後発事象） 

  

  

第７期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第８期中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第７期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 商品取引責任準備金の取崩し 

商品取引責任準備金は、商品取引所

法第221条第１項及び商品取引所法

施行規則第111条の規定に基づき日

本商品先物取引協会の定める「商品

取引責任準備金の積立て等に関する

規則」による必要額を商品取引事故

による損失に備えるため積み立てて

おりますが、平成19年９月30日に同

規則が改正されました。これによ

り、商品取引責任準備金の残高が改

正後の規定に基づく必要額を超えて

いるため、平成19年10月19日に同規

則平成19年改正附則第３項及び第４

項の規定に基づき超過額の取崩しの

申請を行い、平成19年11月９日付で

同協会より取崩しの承認を得たこと

に伴い、商品取引責任準備金戻入額

167,363千円（特別利益）が発生い

たしました。 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

①決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

②訴訟 

 提出日現在、当社が受託した商品先物取引に関して３件の損害賠償請求が提訴され、係争中であります。係争金額は

43,724千円であり、商品先物取引に係るリスクの説明義務違反等の違法行為があったとして提起されたものであります。こ

れに対し、当社は何らの違法行為が無いことを主張しておりますが、本訴訟は係争中であるため、現時点で結果を予測する

のは困難であります。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第７期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月21日関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

平成19年10月19日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年11月20日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨

時報告書であります。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成18年12月18日 

ＳＢＩフューチャーズ株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 福田 昭英  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 広瀬  勉  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＳ

ＢＩフューチャーズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＳＢＩフューチャーズ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成19年12月14日 

ＳＢＩフューチャーズ株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 西岡 雅信  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 広瀬  勉  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＳＢＩフューチャーズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第８期事業年度の中間会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＳＢＩフューチャーズ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は商品取引責任準備金167,363千円の取崩しを行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/47
	pageform2: 2/47
	form1: EDINET提出書類  2007/12/21 提出
	form2: ＳＢＩフューチャーズ株式会社(504063)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/47
	pageform4: 4/47
	pageform5: 5/47
	pageform6: 6/47
	pageform7: 7/47
	pageform8: 8/47
	pageform9: 9/47
	pageform10: 10/47
	pageform11: 11/47
	pageform12: 12/47
	pageform13: 13/47
	pageform14: 14/47
	pageform15: 15/47
	pageform16: 16/47
	pageform17: 17/47
	pageform18: 18/47
	pageform19: 19/47
	pageform20: 20/47
	pageform21: 21/47
	pageform22: 22/47
	pageform23: 23/47
	pageform24: 24/47
	pageform25: 25/47
	pageform26: 26/47
	pageform27: 27/47
	pageform28: 28/47
	pageform29: 29/47
	pageform30: 30/47
	pageform31: 31/47
	pageform32: 32/47
	pageform33: 33/47
	pageform34: 34/47
	pageform35: 35/47
	pageform36: 36/47
	pageform37: 37/47
	pageform38: 38/47
	pageform39: 39/47
	pageform40: 40/47
	pageform41: 41/47
	pageform42: 42/47
	pageform43: 43/47
	pageform44: 44/47
	pageform45: 45/47
	pageform46: 46/47
	pageform47: 47/47


